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研究成果の概要： 
 
ライセンス・ビジネスにかかわる実際の企業行動とシミュレーションによる研究から、知的

財産権の経済的価値に関する次の五つの経営学的視点を得た: (1)ライセンス・ビジネスの実態

を踏まえた特許権の金銭的価値、(2)発明者である研究者・技術者自らがリスクを負担して起業

した場合の創業者利益、(3)経営戦略論のリソース・ベース理論に代表される視点、(4)モチベー

ション理論から見た金銭的報酬の効果、(5)ライセンス契約を核としたアライアンスの観点。 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2005年度 1,000,000 0 1,000,000 

2006年度 800,000 0 800,000 

2007年度 800,000 240,000 1,040,000 

2008年度 800,000 240,000 1,040,000 

  年度    

総 計 3,400,000 480,000 3,880,000 
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シミュレーション、知的財産権の経済的価値 
 
１．研究開始当初の背景 

 

21 世紀は知的財産権の時代だともいわ

れる。企業経営においても、その重要性は

ますます高まっているといえよう。しかし

その一方で、従来から、特許に関して、専

用実施やロイヤルティ収入のようなもの

だけが注目される傾向が強かった。しかし、

現代においては、ほとんどのライセンスは

クロス・ライセンスであり、ライセンスを
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供与するということは企業間関係の構築

を意味している。事実、ロイヤルティ自体

も個々の特許の単価を積み上げるような

ケースはまれで、互いに相手の企業の力量

を見計らい、相手が知らぬ間に狼になって

しまわぬように、慎重にロイヤルティを定

め、入念に条件を作りこんで契約書を作成

する。こうした「ライセンス・ビジネス」

の世界は、知財屋や法律家の世界ではなく、

まさにビジネスの世界なのだが、これまで

あまり注目されてこなかった。 
 
２．研究の目的 
 
この研究計画では、ライセンス・ビジネス

の実態や事例を調べていくとともに、そうし

たデータを基礎にして、よりリアリティーの

ある企業間関係進化のコンピュータ・シミュ

レーション・モデルを構築することを目的と

している。 
 
３．研究の方法 
 
まず、こうしたライセンス・ビジネスの

実態の調査と事例の収集を行った。ライセ

ンス・ビジネスに関しては、知的財産権の

専門家が著した解説書が数冊あるだけで、

その多くは、実務家の頭の中に経験やノウ

ハウとして蓄積されたままである。こうし

た知識を掘り起こし、体系的に整理するこ

とが研究の第一歩になると考える。 

次に、ライセンス・ビジネスの観点から

企業間関係の進化プロセスを分析するため

に、multi-agent系のコンピュータ・シミュレ

ーションを行った。 
 
４．研究成果 
 
ライセンス・ビジネスの実態の調査と事例

の収集に関しては、まず、職務発明に対する

相当の対価について、ライセンス・ビジネス

との関連で研究を行った。特許法 35 条に定

める職務発明に対する相当の対価(以下、「相

当対価」)については、同条の法解釈から一義

的に導き出すことは困難である。そのため本

研究では、経営学の立場から、実際の企業行

動と市場取引に関する視点から検討を加え

ることにした。事例として最初に取り上げた

のは「青色 LED訴訟」である。そこで、特許

の経済的価値と相当対価について、実際の企

業行動と市場取引に関する次の五つの経営

学的視点から検討を加えた: (1)ライセンス・

ビジネスの実態を踏まえた特許権の金銭的

価値、(2)発明者である研究者・技術者自らが

リスクを負担して起業した場合の創業者利

益、(3)経営戦略論のリソース・ベース理論に

代表される視点、(4)モチベーション理論から

見た金銭的報酬の効果、(5)ライセンス契約を

核としたアライアンスの観点。 

以上の経営学的視点から考察すると、2004

年 1 月 30 日の東京地裁判決の 600 億円と比

して、東京高裁で 2005年 1月 11日に成立し

た和解額 1000 万円程度の方がはるかに妥当

であるといえる。こうした研究成果は、日本

知財学会の 2005 年秋季シンポジウムで報告

されるとともに、論文「知的財産とインセン

ティブ」としてまとめられ、『日本知財学会

誌』に発表されている。 

さらに「青色 LED訴訟」と日亜化学工業の

調査のために、実際に徳島にある日亜化学の

本社・工場を訪問調査し、社長をはじめとす

る複数の経営者ならびに知財部のインタビ

ュー調査も行った。その成果の一部は、論文

「ライセンス・ビジネス概論」にまとめて、

『赤門マネジメント・レビュー』に発表した。

職務発明に対する相当の対価(以下、「相当対

価」)についても、ライセンス・ビジネスとの

関連で研究を行い論文「ライセンス・ビジネ



 

 

スと技術者の報酬」として、『オペレーショ

ンズ・リサーチ』に発表している。アライア

ンスとの関係については、論文「ライセン

ス・ビジネスとアライアンス」『研究年報・

経済学』(東北大学経済学会)、「ライセンス・

ビジネスについて」『経営行動科学』にまと

めて発表した。 

またマルチエージェント型のシミュレー

ション研究の成果としては、2 本の論文「研

究開発パフォーマンスとコミュニケーショ

ン」『研究 技術 計画』、「コミュニケーショ

ン競争モデルと合理性」『経済学論集』(東京

大学経済学会)にまとめ、発表した。 
こうしたライセンス・ビジネスに関する研

究調査の成果をまとめる形で、編著書『ライ

センシング戦略』を出版した。これらのライ

センシングをめぐる経営学的かつアカデミ

ックな研究成果は、この分野におけるパイオ

ニア的な研究になれたのではないかと自負

している。実際、知的財産協会をはじめとす

る産業界からも非常に良い反応があった。こ

のような中で、ライセンシング戦略について

広く啓蒙する必要性を痛感し、著書『コア・

テキスト 経営学入門』でも、これらの最新

の研究成果を反映させて、ライセンス・ビジ

ネスについて紙幅を割いている。 

さらに、次の研究テーマの萌芽となりうる

ものとして、発明には研究開発の成果として

ナイーブにイメージされている「内発型」の

発明だけではなく、それとは別の要因や文脈

で行われている「非内発型」の発明があると

いうことを示すために、企業による特許の取

得が内発型の発明にとどまらないことを米

国の半導体特許データから明らかにし、「ラ

イセンシング戦略と非内発型発明」『一橋ビ

ジネスレビュー』にまとめた。このように、

いわゆる発明全般から内発型の発明を分離

し、残った非内発型の発明に焦点を当てた場

合には、科学的・技術的視点とはまったく異

なるライセンス・ビジネス(あるいはライセ

ンシング・ビジネス)の視点からの分析が、

発明、特許出願といった企業行動をより自然

に説明することができる。 

またこの論文では、期間当りの特許数が増

加すると特許の自己引用率が上昇し、組織に

おける既存のリソース/技術能力から受ける

制約が強くなることも示しているが、実際、

開発スピードの速い半導体技術の場合、研究

開発の方向性は既存の技術ポジションに大

きく依存することが実証されている。つまり

「内発型」の発明に関しては、技術革新のス

ピードが速い場合には、自社内のリソースが

決定的に重要になってくる。 

このことは同時に、技術革新のスピードが

比較的遅い場合には、組織自身のリソース/

技術能力よりも、埋め込まれているネットワ

ークの制約を強く受けることも意味してい

る。事実、1970年代後半以降のイノベーショ

ン研究を代表する Allen (1977)は、研究所にお

けるエンジニアのネットワークを実際に図

として描き、研究開発プロジェクトのパフォ

ーマンスとの関係を分析していたが、この研

究により、他社とのネットワークが成功の重

要な鍵となる条件を明らかにしたことにな

る。 
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